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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動モータと、該駆動モータに対して同軸線上に配設されており該駆動モータに対して
伝動技術的に後置された歯車装置と、従動軸として構成された従動要素とを有するアクチ
ュエータであって、
　前記アクチュエータ全体が、組み立てが完了した機能可能な構成ユニットとして、前記
アクチュエータを用いて駆動すべき、駆動軸を有するシステムへ連結可能であり、前記ア
クチュエータの部材を分解する必要なく、前記駆動軸と前記従動要素の相対回転不能な結
合が、前記歯車装置と前記駆動モータの内部を通って設けられる固定手段を用いるか、又
は差込結合部を用いて確立可能であるように構成されること
　を特徴とするアクチュエータ。
【請求項２】
　前記アクチュエータの部材を分解する必要なく、又は前記駆動モータから前記従動要素
への動力伝達経路内に位置する前記アクチュエータの部材を分解する必要なく、前記駆動
軸と前記従動要素の相対回転不能で同軸線上の結合が確立可能であるように構成されるこ
と
　を特徴とする、請求項１に記載のアクチュエータ。
【請求項３】
ａ．前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定
ボルトが設けられていること、又は、
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ｂ．前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定
ボルトが、前記歯車装置と前記駆動モータの双方を通って延在すること、又は、
ｃ．前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定
ボルトが、前記歯車装置と前記駆動モータの双方を通って延在し、同軸線上に及び／又は
中心軸線上に配設されていること、又は、
ｄ．固定ボルトが設けられており、該固定ボルトのヘッド部と、前記従動要素とは、互い
に前記アクチュエータの反対側に配設されていること
　を特徴とする、請求項１又は２に記載のアクチュエータ。
【請求項４】
　前記アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路は、前記歯車装置と前記駆動
モータの双方を通って延在し、以下の構成要件ａからｅの少なくとも１つを有すること：
ａ．該固定案内路を通って、前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要
素を固定するための固定ボルトが案内可能であり、又は、該固定案内路を通って、固定ボ
ルトを回転するための工具が案内可能であること、
ｂ．該固定案内路は、スリーブにより画定されていること、
ｃ．該固定案内路は、アクチュエータハウジングに対して位置固定の又は前記従動要素に
対して位置固定のスリーブにより画定されていること、
ｄ．該固定案内路は、半径方向において、前記歯車装置に対して同軸線上に又は前記駆動
モータに対して同軸線上に配向されたスリーブにより画定されていること、
ｅ．該固定案内路の入口開口部と、前記従動要素とは、互いに前記アクチュエータの反対
側に配設されていること
　を特徴とする、請求項１～３のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
【請求項５】
　前記アクチュエータは、以下の構成要件ａからｅの少なくとも１つを有すること：
ａ．固定ボルトは、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが取り付けられた状態で前
記従動要素と相対回転不能に結合されているように構成されて配設されていること、
ｂ．固定ボルトは、駆動すべき駆動軸へねじ込まれるように構成されて配設されているこ
と、
ｃ．固定ボルトは、駆動すべき駆動軸の端面部へねじ込まれるように構成されて配設され
ていること、
ｄ．固定ボルトは、ヘッド部から軸方向に離間したカラー部を有し、該カラー部は、駆動
すべき駆動軸へ前記従動要素を押し付けるように構成されて配設されていること、
ｅ．固定ボルトは、ヘッド部から軸方向に離間したカラー部を有し、該カラー部は、駆動
すべき駆動軸の端面部へ前記従動要素を押し付けるように構成されて配設されていること
　を特徴とする、請求項３又は４に記載のアクチュエータ。
【請求項６】
ａ．固定ボルトは、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが取り付けられていない状
態では前記アクチュエータのアクチュエータハウジングから突出していること、又は、
ｂ．固定ボルトのヘッド部は、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが取り付けられ
た状態ではアクチュエータハウジングと面一に終端していること、又は、
ｃ．固定ボルトは、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが取り付けられていない状
態では前記アクチュエータのアクチュエータハウジングから突出し、及び、固定ボルトの
ヘッド部は、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが取り付けられた状態ではアクチ
ュエータハウジングと面一に終端していること
　を特徴とする、請求項３～５のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
【請求項７】
ａ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有すること、又は、
ｂ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間内には、前記歯車装置が配設され、これらの空間のうち他方の空間内には、前記
駆動モータ、又は前記駆動モータの少なくとも一部、又は回転数センサが配設されている
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こと、又は、
ｃ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、オイル潤滑システムへ接続されるように構成されて配設されていること、又
は、
ｄ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、駆動すべきシステムのオイル潤滑システムへ接続されるように構成されて配
設されていること、又は、
ｅ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、オイルで付勢され、他方の空間は、ガスで満たされていること
　を特徴とする、請求項１～６のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
【請求項８】
　前記空間は、少なくとも１つのシールを用いて互いに密閉されていること
　を特徴とする、請求項７に記載のアクチュエータ。
【請求項９】
　前記アクチュエータは、以下の構成要件ａからｃの少なくとも１つを有すること：
ａ．シールは、固定ボルトに接し又は固定ボルトと協働し、該シールは、中空軸の内面部
に接し又は中空軸の内面部と協働し、該中空軸は、前記歯車装置の駆動軸又は前記駆動モ
ータの従動軸であるか、又は該中空軸は、前記歯車装置の駆動軸又は前記駆動モータの従
動軸と相対回転不能に結合されていること、
ｂ．シールは、固定ボルトに接し又は固定ボルトと協働し、該シールは、中空軸の内面部
に接し又は中空軸の内面部と協働し、該中空軸は、波動歯車装置として構成された前記歯
車装置のウェーブジェネレータと相対回転不能に結合されていること、
ｃ．シールは、固定ボルトに接し又は固定ボルトと協働し、該シールは、スリーブに接し
又はスリーブと協働し、該スリーブは、固定案内路を取り囲み、該固定案内路を通って、
前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定ボル
トが案内可能であり、該固定案内路を通って、固定ボルトを回転するための工具が案内可
能であること
　を特徴とする、請求項７又は８に記載のアクチュエータ。
【請求項１０】
　前記アクチュエータは、以下の構成要件ａからｃの少なくとも１つを有すること：
ａ．ハウジングシールが設けられており、該ハウジングシールは、一方では前記アクチュ
エータのアクチュエータハウジングに接し又は前記アクチュエータのアクチュエータハウ
ジングと協働し、他方では固定ボルトに接し又は固定ボルトと協働すること、
ｂ．ハウジングシールが設けられており、該ハウジングシールは、一方では前記アクチュ
エータのアクチュエータハウジングに接し又は前記アクチュエータのアクチュエータハウ
ジングと協働し、他方では固定ボルトのヘッド部に接し又は固定ボルトのヘッド部と協働
すること、
ｃ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、オイルで付勢され、他方の空間は、ガスで満たされており、ハウジングシー
ルが設けられており、該ハウジングシールは、ガスで満たされた空間を、前記アクチュエ
ータを取り囲む空間に対して密閉すること
　を特徴とする、請求項３～９のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
【請求項１１】
ａ．固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供すること、又は、
ｂ．固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供し、該シール面の領域において直径
肉厚部を有すること、又は、
ｃ．固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供し、該シール面の領域において該固
定ボルトのヘッド部の直径よりも大きいか又はそれと同じ直径を有すること
　を特徴とする、請求項９に記載のアクチュエータ。
【請求項１２】
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ａ．固定ボルトには、カラー部が設けられており、該カラー部により、固定ボルトは、前
記アクチュエータの部材を分解又は破壊することなく、該固定ボルトを取り外すことはで
きないように構成されて配設されていること、又は、
ｂ．固定ボルトには、カラー部が設けられており、該カラー部により、固定ボルトは、前
記駆動モータから前記従動要素への動力伝達経路内に位置する前記アクチュエータの部材
を分解又は破壊することなく、該固定ボルトを取り外すことはできないように構成されて
配設されていること、又は、
ｃ．固定ボルトには、カラー部が設けられており、該カラー部により、固定ボルトは、駆
動すべきシステムへ前記アクチュエータが連結されていない場合、前記アクチュエータの
部材を分解又は破壊することなく、該固定ボルトを取り外すことはできないように構成さ
れて配設されていること、又は、
ｄ．固定ボルトには、カラー部が設けられており、該カラー部により、固定ボルトは、駆
動すべきシステムへ前記アクチュエータが連結されていない場合、前記駆動モータから前
記従動要素への動力伝達経路内に位置する前記アクチュエータの部材を分解又は破壊する
ことなく、該固定ボルトを取り外すことはできないように構成されて配設されていること
　を特徴とする、請求項３～１１のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
【請求項１３】
　前記歯車装置は、波動歯車装置として構成されていること、又は、
　前記歯車装置は、環状歯車装置として構成されていること、又は、
　前記従動要素は、内歯付きの中空歯車を有すること
　を特徴とする、請求項１～１２のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
【請求項１４】
ａ．前記駆動モータの従動部材と、前記歯車装置の駆動部材とは、別個に製造されて互い
に相対回転不能に結合されている部材として構成されていること、又は、
ｂ．前記駆動モータの従動部材と、前記歯車装置の駆動部材とは、別個に製造されて少な
くとも１つの締付部材を用いて相対回転不能に互いに結合されている部材として構成され
ていること、又は、
ｃ．前記駆動モータの従動部材と、前記歯車装置の駆動部材とは、別個に製造されて少な
くとも１つの締付部材を用いて相対回転不能に互いに結合されている部材として構成され
ており、該締付部材は、波形の、又は弾性の、又は円筒形状に曲げられた帯材として、又
は弾性の、又は円筒形状に曲げられた金属帯材として、又はスリット付きのリングとして
構成されていること
　を特徴とする、請求項１～１３のいずれか一項に記載のアクチュエータ。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載のアクチュエータと、該アクチュエータのアクチ
ュエータハウジングに対して又は該アクチュエータのアクチュエータハウジングに固定の
部材に対して固定ボルトの回転位置又は回転の回数を測定するセンサとを備えたアクチュ
エータシステム。
【請求項１６】
ａ．前記固定ボルトは、前記センサに連結されていること、又は、
ｂ．前記固定ボルトのヘッド部は、前記センサに連結されていること
　を特徴とする、請求項１５に記載のアクチュエータシステム。
【請求項１７】
ａ．内燃機関と、該内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するために該内燃
機関へ連結された、請求項１～１４のいずれか一項に記載のアクチュエータとを備えた駆
動システム、又は、
ｂ．内燃機関と、該内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するために該内燃
機関へ連結された、請求項１５又は１６に記載のアクチュエータシステムとを備えた駆動
システム。
【請求項１８】
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ａ．前記内燃機関は、調節軸を有し、該調節軸の回転位置の変更により、前記内燃機関の
膨張ストローク及び／又は圧縮比が変更可能であり、前記従動要素は、該調節軸と相対回
転不能に結合されており、又は該調節軸に対して同軸線上に配設されていること、又は、
ｂ．前記内燃機関は、調節軸を有し、該調節軸の回転位置の変更により、前記内燃機関の
膨張ストローク及び／又は圧縮比が変更可能であり、前記従動要素は、該調節軸と相対回
転不能に結合されており、及び該調節軸に対して同軸線上に配設されていること
　を特徴とする、請求項１７に記載の駆動システム。
【請求項１９】
ａ．前記内燃機関は、調節軸の回転位置を測定するためのセンサをもたないこと、又は、
ｂ．所定の制御装置が、前記内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比のその都度の最
新の設定を、固定ボルトへ連結されたセンサだけを用いて検出すること
　を特徴とする、請求項１８に記載の駆動システム。
【請求項２０】
　前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一方
の空間は、前記内燃機関のオイル供給システムへ接続されていること
　を特徴とする、請求項１７～１９のいずれか一項に記載の駆動システム。
【請求項２１】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載のアクチュエータ、又は請求項１５又は１６に記
載のアクチュエータシステム、又は請求項１７～２０のいずれか一項に記載の駆動システ
ムを含んだ自動車。
【請求項２２】
　内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するために、請求項１～１４のいず
れか一項に記載のアクチュエータ、又は請求項１５又は１６に記載のアクチュエータシス
テムが使用されることを特徴とする使用法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、駆動モータと、該駆動モータに対して同軸線上に配設されており該駆動モー
タに対して伝動技術的に後置された歯車装置と、従動軸として構成された従動要素とを有
するアクチュエータに関する。
【０００２】
　更に本発明は、前記アクチュエータと、回転位置及び／又は回転の回数を測定するため
のセンサとを備えたアクチュエータシステムに関する。
【０００３】
　更に本発明は、内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するために駆動シス
テムの内燃機関へ連結されている前記アクチュエータを備えた駆動システムに関する。
【背景技術】
【０００４】
　下記特許文献１から、歯車装置と駆動モータから構成される調節駆動器（アクチュエー
タ）が公知である。当該調節駆動器は、漸次的に個別コンポーネントを用いて内燃機関へ
連結されるように構成されている。具体的には、先ず歯車装置だけが駆動モータを伴わず
に内燃機関へ連結される。それから次のステップにおいて、駆動モータが既に連結された
歯車装置へ取り付けられる。その後、駆動すべきシステムの駆動軸と歯車装置の従動軸を
結合させる固定ボルトは、もはやアクセス不能（手の届く位置にはない）である。
【０００５】
　同様に漸次的に個別コンポーネントを用いて連結すべき調節駆動器が、下記特許文献２
から公知である。この文献から、回転可能にクランクシャフトのクランクピン上に備えら
れた多数の連結要素と、回転可能に偏心シャフトのリフトピン上に備えられた多数の枢転
コンロッドとを有する内燃機関の多関節式クランク機構が公知であり、この際、連結要素
のそれぞれは、旋回可能に、内燃機関の１つのピストンの１つのピストンコンロッドと、
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枢転コンロッドの１つと連結されており、偏心シャフトの回転角位置は、調節装置を用い
て所定の回転角範囲内で調節可能である。この際、偏心シャフトは、ロック装置を用い、
少なくとも１つの回転角ロック位置において固定可能である。具体的には、前記調節装置
は、偏心シャフト上に相対回転不能に配設された駆動歯車を伴う歯車装置を有することが
提案されている。特に前記歯車装置は、ウォームギヤ装置であり、この際、従動歯車は、
ウォーム歯車として構成されている。
【０００６】
　下記特許文献３から、圧縮比を可変調節するための装置が公知であり、該装置は、多関
節式クランク機構を有し、該装置においては、偏心シャフトの回転角を調節するための調
節装置がレバー装置を含んでいる。このレバー装置を介し、偏心シャフトが回転され、そ
れにより所望の回転角位置を設定することが可能である。
【０００７】
　下記特許文献４は、可変圧縮比を有する内燃機関を開示している。該内燃機関は、クラ
ンクシャフト上に備えられてピストンを支持する複数のコンロッドを備えたシリンダクラ
ンクハウジングを有する。クランクシャフト軸受は、偏心して備えられており、互いに相
対回転不能に結合されている。軸方向で外側のクランクシャフト軸受には、少なくとも１
つの歯車セグメントが固定されており、この際、歯車が、偏心的なクランクシャフト軸受
機構を調節するために歯車セグメントへトルクを導入するように作用する。この際、歯車
は、クランクシャフトの回転軸線に対して垂直でシリンダクランクハウジングのシリンダ
軸線に対して直角に歯車セグメントへ係合する。
【０００８】
　下記特許文献５は、歯車装置内のあそび、特に可変圧縮比を有する内燃機関の圧縮比を
調節するための歯車装置内のあそびを減らすための装置を開示している。
【０００９】
　下記特許文献６は、可変圧縮比を有するピストン機関を開示している。また当該装置は
、オイル潤滑システムも開示している。圧縮比に依存し、機関は、オイル潤滑システムを
用いてオイルで潤滑される。圧縮比の調節と油圧の制御は、電子的な機関制御ユニットを
用いて行われる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】US 2015/0033906 A1
【特許文献２】DE 10 2011 116 952 A1
【特許文献３】EP 2 022 959 A2
【特許文献４】DE 10 2011 120 162 A1
【特許文献５】DE 10 2010 062 047 A1
【特許文献６】EP 1 450 021 A1
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　それらの公知の装置が極めて複雑で費用を要して構成されていることは、欠点である。
特にアクチュエータを内燃機関へ連結することは、複雑であり費用を要する。
【００１２】
　従って本発明の課題は、簡単に組み立てることのできるアクチュエータを提供すること
である。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記課題は、アクチュエータ全体が、組み立てが完了した機能可能な構成ユニットとし
て、該アクチュエータを用いて駆動すべき、駆動軸を有するシステム（被駆動システム）
へ連結可能であり、この際、該アクチュエータの部材を分解する必要なく、又は駆動モー
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タから従動要素への動力伝達経路内に位置する該アクチュエータの部材を分解する必要な
く、駆動軸と従動要素の相対回転不能な結合が確立可能であることにより特徴付けられて
いるアクチュエータにより解決される。
　即ち本発明の第１の視点により、駆動モータと、該駆動モータに対して同軸線上に配設
されており該駆動モータに対して伝動技術的に後置された歯車装置と、従動軸として構成
された従動要素とを有するアクチュエータであって、前記アクチュエータ全体が、組み立
てが完了した機能可能な構成ユニットとして、前記アクチュエータを用いて駆動すべき、
駆動軸を有するシステムへ連結可能であり、前記アクチュエータの部材を分解する必要な
く、又は前記駆動モータから前記従動要素への動力伝達経路内に位置する前記アクチュエ
ータの部材を分解する必要なく、前記駆動軸と前記従動要素の相対回転不能な結合が確立
可能であるように構成されることを特徴とするアクチュエータが提供される。
　より詳しくは、前記第１の視点において、駆動モータと、該駆動モータに対して同軸線
上に配設されており該駆動モータに対して伝動技術的に後置された歯車装置と、従動軸と
して構成された従動要素とを有するアクチュエータであって、前記アクチュエータ全体が
、組み立てが完了した機能可能な構成ユニットとして、前記アクチュエータを用いて駆動
すべき、駆動軸を有するシステムへ連結可能であり、前記アクチュエータの部材を分解す
る必要なく、前記駆動軸と前記従動要素の相対回転不能な結合が、前記歯車装置と前記駆
動モータの内部を通って設けられる固定手段を用いるか、又は差込結合部を用いて確立可
能であるように構成されることを特徴とする。
　更に本発明の第２の視点により、前記アクチュエータと、前記アクチュエータのアクチ
ュエータハウジングに対して又は前記アクチュエータのアクチュエータハウジングに固定
の部材に対して固定ボルトの回転位置又は回転の回数を測定するセンサとを備えたアクチ
ュエータシステムが提供される。
　更に本発明の第３の視点により、内燃機関と、該内燃機関の膨張ストローク及び／又は
圧縮比を変更するために該内燃機関へ連結された前記アクチュエータとを備えた駆動シス
テム、又は、内燃機関と、該内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するため
に該内燃機関へ連結された前記アクチュエータシステムとを備えた駆動システムが提供さ
れる。
　更に本発明の第４の視点により、前記アクチュエータ、又は前記アクチュエータシステ
ム、又は前記駆動システムを含んだ自動車が提供される。
　更に本発明の第５の視点により、内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更す
るために前記アクチュエータ又は前記アクチュエータシステムが使用されることを特徴と
する使用法が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明において、以下の形態が可能である。
（形態１）
　駆動モータと、該駆動モータに対して同軸線上に配設されており該駆動モータに対して
伝動技術的に後置された歯車装置と、従動軸として構成された従動要素とを有するアクチ
ュエータであって、
　前記アクチュエータ全体が、組み立てが完了した機能可能な構成ユニットとして、前記
アクチュエータを用いて駆動すべき、駆動軸を有するシステムへ連結可能であり、前記ア
クチュエータの部材を分解する必要なく、又は前記駆動モータから前記従動要素への動力
伝達経路内に位置する前記アクチュエータの部材を分解する必要なく、前記駆動軸と前記
従動要素の相対回転不能な結合が確立可能であるように構成されること。
（形態２）
　前記アクチュエータの部材を分解する必要なく、又は前記駆動モータから前記従動要素
への動力伝達経路内に位置する前記アクチュエータの部材を分解する必要なく、前記駆動
軸と前記従動要素の相対回転不能で同軸線上の結合が確立可能であるように構成されるこ
と、が好ましい。
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（形態３）
ａ．前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定
ボルトが設けられていること、及び／又は、
ｂ．前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定
ボルトが、前記歯車装置と前記駆動モータの双方を通って延在すること、及び／又は、
ｃ．前記アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定
ボルトが、前記歯車装置と前記駆動モータの双方を通って延在し、同軸線上に及び／又は
中心軸線上に配設されていること、及び／又は、
ｄ．固定ボルトが設けられており、該固定ボルトのヘッド部と、前記従動要素とは、互い
に前記アクチュエータの反対側に配設されていること、が好ましい。
（形態４）
ａ．前記アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路を通って、前記アクチュエ
ータを用いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定ボルトが案内可能で
あり、及び／又は、該固定案内路を通って、固定ボルトを回転するための工具が案内可能
であること、及び／又は、
ｂ．前記アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路は、スリーブにより、特に
円形シリンダ形状のスリーブにより画定されていること、及び／又は、
ｃ．前記アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路は、アクチュエータハウジ
ングに対して位置固定の又は前記従動要素に対して位置固定のスリーブにより画定されて
いること、及び／又は、
ｄ．前記アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路は、半径方向において、前
記歯車装置に対して同軸線上に及び／又は前記駆動モータに対して同軸線上に配向された
スリーブにより画定されていること、及び／又は、
ｅ．前記アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路は、前記歯車装置と前記駆
動モータの双方を通って延在すること、及び／又は、
ｆ．前記アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路の入口開口部と、前記従動
要素とは、互いに前記アクチュエータの反対側に配設されていること、が好ましい。
（形態５）
ａ．固定ボルトは、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが取り付けられた状態で前
記従動要素と相対回転不能に結合されているように構成されて配設されていること、及び
／又は、
ｂ．固定ボルトは、特に端面側で、駆動すべき駆動軸へねじ込まれるように構成されて配
設されていること、及び／又は、
ｃ．固定ボルトは、ヘッド部から軸方向に離間したカラー部を有し、該カラー部は、駆動
すべき駆動軸へ、特に駆動すべき駆動軸の端面部へ前記従動要素を押し付けるように構成
されて配設されていること、が好ましい。
（形態６）
　固定ボルトは、前記アクチュエータが取り付けられていない状態では前記アクチュエー
タのアクチュエータハウジングから突出し、及び／又は、駆動すべきシステムへ前記アク
チュエータが取り付けられた状態ではアクチュエータハウジングと面一に終端しているこ
と、が好ましい。
（形態７）
ａ．固定ボルトは、センサが連結されるように構成されており、該センサは、前記アクチ
ュエータのアクチュエータハウジングに対して又は前記アクチュエータのアクチュエータ
ハウジングに固定の部材に対して該固定ボルトの回転位置及び／又は回転の回数を測定す
ること、又は、
ｂ．固定ボルトのヘッド部は、センサが連結されるように構成されており、該センサは、
前記アクチュエータのアクチュエータハウジングに対して又は前記アクチュエータのアク
チュエータハウジングに固定の部材に対して該固定ボルトの回転位置及び／又は回転の回
数を測定すること、が好ましい。
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（形態８）
ａ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有すること、及び／又は、
ｂ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間内には、前記歯車装置が配設され、これらの空間のうち他方の空間内には、前記
駆動モータ、又は前記駆動モータの少なくとも一部、又は回転数センサが配設されている
こと、及び／又は、
ｃ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、オイル潤滑システムへ接続されるように構成されて配設されていること、及
び／又は、
ｄ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、駆動すべきシステムのオイル潤滑システムへ接続されるように構成されて配
設されていること、及び／又は、
ｅ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、オイルで満たされ、他方の空間は、ガス、特に空気で満たされていること、
が好ましい。
（形態９）
　前記空間は、少なくとも１つのシールを用いて互いに密閉されており、該シールは、非
接触シールとして、及び／又はダイナミックシールとして、及び／又はロータリーシール
として、及び／又はすきまシールとして、及び／又は密閉のために遠心作用を利用するシ
ールとして、及び／又はラビリンスシールとして構成されていること、が好ましい。
（形態１０）
ａ．シールは、固定ボルトに接し及び／又は固定ボルトと協働すること、及び／又は、
ｂ．シールは、中空軸の内面部に接し及び／又は中空軸と協働すること、及び／又は、
ｃ．シールは、中空軸の内面部に接し及び／又は中空軸と協働し、該中空軸は、前記歯車
装置の駆動軸及び／又は前記駆動モータの従動軸であるか、又は該中空軸は、前記歯車装
置の駆動軸又は前記駆動モータの従動軸と相対回転不能に結合されていること、及び／又
は、
ｄ．シールは、中空軸の内面部に接し及び／又は中空軸と協働し、該中空軸は、波動歯車
装置として構成された前記歯車装置のウェーブジェネレータと相対回転不能に結合されて
いること、及び／又は、
ｅ．シールは、特に同軸線上に配向されたスリーブに接し及び／又はスリーブと協働し、
該スリーブは、固定案内路を取り囲み、該固定案内路を通って、前記アクチュエータを用
いて駆動すべき駆動軸へ前記従動要素を固定するための固定ボルトが案内可能であり、該
固定案内路を通って、固定ボルトを回転するための工具が案内可能であること、が好まし
い。
（形態１１）
ａ．ハウジングシールが設けられており、該ハウジングシールは、一方では前記アクチュ
エータのアクチュエータハウジングに接し及び／又は前記アクチュエータのアクチュエー
タハウジングと協働し、他方では固定ボルトに接し及び／又は固定ボルトと協働すること
、及び／又は、
ｂ．ハウジングシールが設けられており、該ハウジングシールは、一方では前記アクチュ
エータのアクチュエータハウジングに接し及び／又は前記アクチュエータのアクチュエー
タハウジングと協働し、他方では固定ボルトのヘッド部に接し及び／又は固定ボルトのヘ
ッド部と協働すること、及び／又は、
ｃ．前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一
方の空間は、オイルで満たされ、他方の空間は、ガス、特に空気で満たされており、ハウ
ジングシールが設けられており、該ハウジングシールは、ガスで満たされた空間を、前記
アクチュエータを取り囲む空間に対して密閉すること、が好ましい。
（形態１２）
ａ．固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供すること、及び／又は、
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ｂ．固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供し、該シール面は、シール又はハウ
ジングシールと接触状態にあること、及び／又は、
ｃ．固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供し、該シール面の領域において直径
肉厚部を有すること、及び／又は、
ｄ．固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供し、該シール面の領域において該固
定ボルトのヘッド部の直径よりも大きいか又はそれと同じ直径を有すること、が好ましい
。
（形態１３）
ａ．固定ボルトは、前記アクチュエータの部材を分解又は破壊することなく、該固定ボル
トを取り外すことはできないように構成されて配設されていること、及び／又は、
ｂ．固定ボルトは、前記駆動モータから前記従動要素への動力伝達経路内に位置する前記
アクチュエータの部材を分解又は破壊することなく、該固定ボルトを取り外すことはでき
ないように構成されて配設されていること、及び／又は、
ｃ．固定ボルトは、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが連結されていない場合、
前記アクチュエータの部材を分解又は破壊することなく、該固定ボルトを取り外すことは
できないように構成されて配設されていること、及び／又は、
ｄ．固定ボルトは、駆動すべきシステムへ前記アクチュエータが連結されていない場合、
前記駆動モータから前記従動要素への動力伝達経路内に位置する前記アクチュエータの部
材を分解又は破壊することなく、該固定ボルトを取り外すことはできないように構成され
て配設されていること、が好ましい。
（形態１４）
　前記歯車装置は、波動歯車装置として構成されていること、及び／又は、
　前記歯車装置は、環状歯車装置として構成されていること、及び／又は、
　前記従動要素は、内歯付きの中空歯車を有すること、が好ましい。
（形態１５）
ａ．前記駆動モータの従動部材と、前記歯車装置の駆動部材とは、別個に製造されて互い
に相対回転不能に結合されている部材として構成されていること、又は、
ｂ．前記駆動モータの従動部材と、前記歯車装置の駆動部材とは、別個に製造されて少な
くとも１つの締付部材を用いて相対回転不能に互いに結合されている部材として構成され
ていること、又は、
ｃ．前記駆動モータの従動部材と、前記歯車装置の駆動部材とは、別個に製造されて少な
くとも１つの締付部材を用いて相対回転不能に互いに結合されている部材として構成され
ており、該締付部材は、波形の、及び／又は弾性の、及び／又は円筒形状に曲げられた帯
材、特に金属帯材、及び／又はスリット付きのリングとして構成されていること、が好ま
しい。
（形態１６）
　形態１～１５のいずれか一つに記載のアクチュエータと、該アクチュエータのアクチュ
エータハウジングに対して又は該アクチュエータのアクチュエータハウジングに固定の部
材に対して固定ボルトの回転位置及び／又は回転の回数を測定するセンサとを備えたアク
チュエータシステム。
（形態１７）
ａ．内燃機関と、該内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するために該内燃
機関へ連結された、形態１～１５のいずれか一つに記載のアクチュエータとを備えた駆動
システム、又は、
ｂ．内燃機関と、該内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するために該内燃
機関へ連結された、形態１６に記載のアクチュエータシステムとを備えた駆動システム。
（形態１８）
　前記内燃機関は、調節軸を有し、該調節軸の回転位置の変更により、前記内燃機関の膨
張ストローク及び／又は圧縮比が変更可能であり、前記従動要素は、該調節軸と相対回転
不能に結合されており、及び／又は該調節軸に対して同軸線上に配設されていること、が
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好ましい。
（形態１９）
ａ．前記内燃機関は、調節軸の回転位置を測定するためのセンサをもたないこと、及び／
又は、
ｂ．所定の制御装置が、前記内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比のその都度の最
新の設定を、固定ボルトへ連結されたセンサだけを用いて検出すること、が好ましい。
（形態２０）
　前記アクチュエータは、互いに密閉された２つの空間を有し、これらの空間のうち一方
の空間は、前記内燃機関のオイル供給システムへ接続されていること、が好ましい。
（形態２１）
　形態１～１５のいずれか一つに記載のアクチュエータ、及び／又は形態１６に記載のア
クチュエータシステム、及び／又は形態１７～２０のいずれか一つに記載の駆動システム
を含んだ自動車。
（形態２２）
　内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するために、形態１～１５のいずれ
か一つに記載のアクチュエータ、又は形態１６に記載のアクチュエータシステムを使用す
ること。
（形態２３）
　形態１～１５のいずれか一つに記載のアクチュエータ、又は形態１６に記載のアクチュ
エータシステムのための固定ボルトであって、
ａ．該固定ボルトは、ヘッド部から軸方向に離間したカラー部を有し、該カラー部は、駆
動すべき駆動軸へ、特に駆動すべき駆動軸の端面部へ前記従動要素を押し付けるように構
成されて配設されていること、及び／又は、
ｂ．該固定ボルトは、特に該固定ボルトのヘッド部は、センサが連結されるように構成さ
れており、該センサは、前記アクチュエータのアクチュエータハウジングに対して又は前
記アクチュエータのアクチュエータハウジングに固定の部材に対して該固定ボルトの回転
位置及び／又は回転の回数を測定すること、及び／又は、
ｃ．該固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供すること、及び／又は、
ｄ．該固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供し、該シール面の領域において直
径肉厚部を有すること、及び／又は、
ｅ．該固定ボルトは、少なくとも１つのシール面を提供し、該シール面の領域において該
固定ボルトのヘッド部の直径よりも大きいか又はそれと同じ直径を有すること。
【００１５】
　特に有利には、アクチュエータの部材を分解する必要なく、又は駆動モータから従動要
素への動力伝達経路内に位置するアクチュエータの部材を分解する必要なく、駆動軸と従
動要素の相対回転不能で同軸線上の結合が確立可能であることを提案することができる。
【００１６】
　本発明は、アクチュエータが、製造元により組み立てが完了されて規定通りの機能性に
関してテスト済である独立した構成ユニットとして、利用者により、駆動すべきシステム
と連結可能であるという、格別優れた利点を有する。特に有利には、駆動すべきシステム
に対する連結のためにアクチュエータを分解する必要はなく、このことは、一方において
組立過程自体を簡素化し、それに加え、アクチュエータがその機能性に関して特にその製
造直後にテストされた状態で投入されるということを保証する。
【００１７】
　更に後続段落で詳細に説明するように、アクチュエータを用いて駆動すべきシステムは
、例えば、内燃機関、特に自動車用の内燃機関とすることが可能であり、この際、本発明
によるアクチュエータは、内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を調節ないし設定
するために用いることが可能である。好ましくは、本発明によるアクチュエータは、完全
に機能可能な独立した構成ユニットとして内燃機関へ連結され、内燃機関の所定の調節軸
と連動されることが可能であり、この際、駆動システム及び／又はそのような駆動システ
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ムを有する自動車を組み立てる組立工がアクチュエータを予め分解する必要はなく、及び
／又はアクチュエータを個々の個別部材を用いて内燃機関へ取り付ける必要はない。
【００１８】
　特に有利な実施形態において、アクチュエータは、アクチュエータを用いて駆動すべき
駆動軸へ従動要素を固定するための固定ボルト（ないし固定ねじ）を有し、該駆動軸は、
例えば膨張ストローク及び／又は圧縮比を調節するための内燃機関の調節軸とすることが
可能である。固定ボルトは、特にメートルねじ、特にＭ１０ねじを有することができる。
従動要素は、更に後続段落で詳細に説明するように、特に歯車装置の従動部とすることが
可能であり、該従動部は、特に可撓で同時にねじり強さをもつように構成されている。
【００１９】
　特に有利には、固定ボルトは、歯車装置と駆動モータの双方を通って延在することを提
案することができる。選択的に又は追加的に、固定ボルトのヘッド部と、従動要素とは（
アクチュエータの軸線方向において）互いにアクチュエータの反対側に配設されているこ
とが可能である。これらの実施形態は、駆動すべきシステムの駆動軸に対し、従動要素の
直接的な到達（ないし接続 Erreichen）を妨げる歯車装置及び／又は駆動モータの他の要
素が前置されている場合にも、従動要素が信頼性をもって、駆動すべきシステムの駆動軸
に固定可能であるという優れた利点を有する。
【００２０】
　特殊な一実施形態において、アクチュエータは、固定案内路を有し、該固定案内路を通
って、アクチュエータを用いて駆動すべき駆動軸へ従動要素を固定するための固定ボルト
が案内可能であり、及び／又は、該固定案内路を通って、固定ボルトを回転するための所
定の工具が案内可能である。そのような実施形態では、例えば、取り付けられた状態でア
クチュエータ全体を通って延在してはいない固定ボルトを使用することもできる。つまり
比較的短い固定ボルト、特に標準ボルトを使用することも勿論可能である。そのような固
定ボルトは、例えば十分に長尺の工具を用いて操作可能であり、該工具の自由端部は、駆
動すべきシステムの駆動要素へ従動要素を連結する際に、固定案内路を通って固定ボルト
に至るまで案内される。
【００２１】
　特殊な一実施形態において、固定案内路は、所定のスリーブにより、特に円形シリンダ
形状のスリーブにより画定されている。該スリーブは、追加的に固定案内路をアクチュエ
ータの異なる空間に対し、特にオイルが流通する空間に対して境界付けるという機能も有
し、このことについては、後続段落で更に詳細に説明する。特にスリーブは、１つ又は複
数のシール面を提供することが可能であり、これらのシール面は、シール（密閉部材 Dic
htung）と接触状態にあり、このことについては、同様に後続段落で更に詳細に説明する
。
【００２２】
　スリーブは、例えば、アクチュエータハウジングに対して位置固定で配設されているこ
とが可能であり、特にアクチュエータハウジングと直接的に結合されていることが可能で
ある。代替的に、スリーブは、従動要素に対して位置固定で配設されていることも可能で
ある。選択的に又は追加的に、スリーブは、歯車装置と同軸線上に及び／又は駆動モータ
と同軸線上に配設されていることを提案することもできる。
【００２３】
　特殊な一実施形態において、スリーブは、歯車装置と駆動モータの双方を通って延在す
る。特に有利には、固定案内路の入口開口部と、従動要素とは（アクチュエータの軸線方
向において）互いにアクチュエータの反対側に配設されていることを提案することができ
る。
【００２４】
　特殊な一実施形態において、固定ボルトは、アクチュエータと同軸線上に及び／又はア
クチュエータの中心軸線上に配設されている。そのような実施形態は、有利には、アクチ
ュエータのコンポーネント、特に駆動モータと歯車装置を、互いに同軸線上に配設するこ
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とを可能にし、このことは、全体的にコンパクトな構造形式を可能にする。
【００２５】
　特殊な一実施形態において、固定ボルトは、駆動すべきシステムへアクチュエータが取
り付けられた状態で従動要素と相対回転不能に結合されているように構成されて配設され
ている。選択的に又は追加的に、固定ボルトは、有利には、特に端面側（先端側）で、駆
動すべき駆動軸へねじ込まれるように構成されて配設されていることが可能である。
【００２６】
　例えば、固定ボルトは、ヘッド部から軸方向に離間したカラー部（半径方向の張出部）
を有することが可能であり、該カラー部は、駆動すべき駆動軸へ、特に駆動すべき駆動軸
の端面部へ従動要素を押し付けるように構成されて配設されている。
【００２７】
　極めて有利な一実施形態において、固定ボルトは、アクチュエータが取り付けられてい
ない状態ではアクチュエータのアクチュエータハウジングから突出しており、それに対し
て固定ボルトは、取り付けられた状態、即ち駆動すべきシステムへアクチュエータが接続
されている場合には、アクチュエータハウジングと面一に（面が揃うように）終端してい
る。このようにして組立工は、アクチュエータの結合が正確に行われているか否かを視覚
的に検査することができる。
【００２８】
　駆動すべきシステムの駆動軸への従動要素の連結に依存せず、例えば、アクチュエータ
ハウジングは、駆動すべきシステムにおける固定のため、例えば、駆動すべきシステムの
ハウジング、又はエンジンブロックにおける固定のために、１つの固定要素又は複数の固
定要素を有することが可能である。該固定要素は、例えば、ボルト（ないしねじ）を通す
ことのできる固定穴、及び／又はフランジを有することが可能である。
【００２９】
　極めて有利な一実施形態において、固定ボルトは、センサが連結されるように構成され
ており、該センサは、アクチュエータのアクチュエータハウジングに対して又はアクチュ
エータのアクチュエータハウジングに固定の部材に対して固定ボルトの回転位置及び／又
は回転の回数を測定する。従動要素と共に回転する固定ボルトは、このようにして、従動
要素の回転運動、従って駆動されるシステムの駆動軸の回転運動をセンサへ伝達するとい
う追加的な機能を満たすことができる。該センサは、特に固定ボルトのヘッド部へ連結さ
れることが可能である。そのような実施形態は、特にセンサを、アクチュエータのアクチ
ュエータハウジングの外側、特にアクチュエータハウジングの外面部に配設することを可
能にする。そのように配設されたセンサは、組立作業及び／又は修理作業のために特に簡
単にアクセス可能（手の届くこと）である。また特に、駆動すべきシステムへアクチュエ
ータが連結された後にセンサを装着することも可能である。
【００３０】
　固定ボルトに対して代替的に、従動要素は、差込結合部（Steckverbindung）を用い、
駆動すべきシステムの駆動軸、例えば内燃機関の調節軸と相対回転不能に結合されること
を提案することもできる。例えば、従動要素は、偏心的に配設された２つのボルトを有す
ることが可能であり、これらのボルトは、駆動すべき軸の端面側の２つの嵌合部へ係合す
る。しかしそのような解決策は、従動要素と、駆動すべき駆動軸とが、互いに軸方向のあ
そびをもつような場合には、問題である。
【００３１】
　アクチュエータは、既述したように、有利にはアクチュエータハウジングを有すること
が可能である。アクチュエータハウジングは、入口開口部を有することが可能である。有
利には、入口開口部を介し、固定ボルト、特に固定ボルトのヘッド部、及び／又は他の固
定手段、特に他のボルト（ないしねじ）、及び／又は固定案内路は、アクセス可能（手の
届くこと）である。入口開口部は、選択的に又は追加的に、整備作業又はサービス作業の
ためのアクセス部を提供するために構成されていることも可能である。
【００３２】
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　入口開口部は、例えば、閉鎖鍋状部材として又は取り外し可能な帽子状の蓋として構成
することのできる取り外し可能な蓋を用いて閉鎖されることが可能である。該蓋は、駆動
モータから従動要素への動力伝達経路内に位置するアクチュエータの部材ではない。また
該蓋は、特に、駆動モータから従動要素への動力伝達経路内に位置する部材をカバーする
ために用いることも可能である。
【００３３】
　アクチュエータハウジングは、蓋に対して代替的に又は追加的に、特に破壊することな
く及び／又は工具を用いずに取り外し可能であり且つ駆動モータから従動要素への動力伝
達経路内に位置しない更なるアクチュエータハウジング部分を有することが可能である。
これらのアクチュエータハウジング部分は、例えば、オイルのような稼動物質を（特に少
なくとも１つの他のアクチュエータハウジング部分との協働において）包囲するか、又は
他のアクチュエータ部材を汚染から保護するという機能を有することが可能である。
【００３４】
　アクチュエータは、駆動モータから従動要素への動力伝達経路内に位置しない更なる部
材として、例えば、電子部材、電子部材を備えた回路板、接続コネクタ、又は、電子装置
回路板又はセンサ装置が装備された部材を有することが可能である。しかしこの際、その
ような部材が特殊な実施形態において動力伝達経路内にも配設されていることは、除外さ
れていない。
【００３５】
　既述したように、アクチュエータは、特に内燃機関の所定の調節軸へ連結されているこ
とが可能であり、該調節軸の回転位置は、内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を
決定する。内燃機関を制御するためには、膨張ストローク及び／又は圧縮比のその都度の
最新の設定が連続的に測定されて監視されることが必要である。そのために内燃機関は、
通常、調節軸の回転位置を連続的に測定する固有のセンサを含んでいる。アクチュエータ
のアクチュエータハウジングに対して又はアクチュエータのアクチュエータハウジングに
固定の部材に対して固定ボルトの回転位置及び／又は回転の回数を測定するセンサをアク
チュエータへ上述のように連結することにより、独立した一発明思想により、有利には、
内燃機関に配設されている固有のセンサを省略することができる。つまり調節軸の回転位
置及び／又は回転の回数は、固定ボルトへ連結されたセンサを用いて確実に測定されて監
視されることが可能である。それにより有利には、内燃機関と、本発明によるアクチュエ
ータと、固定ボルトへ連結されたセンサとを有する駆動システムにおいて、内燃機関は、
調節軸の回転位置を測定するためのセンサをもたないこと、及び／又は、所定の制御装置
が、内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比のその都度の最新の設定を、固定ボルト
へ連結されたセンサだけを用いて検出することを提案することができる。
【００３６】
　確かに、従動要素の回転位置、従って内燃機関の調節軸を、直接的に、駆動モータの回
転を回転数センサを用いて検知し、歯車装置の減速比を介して従動要素の角度位置を決定
することにより測定することも可能であろう。しかしこのことは、実際には十分な信頼性
をもつとは言えず、それは、駆動モータは確かに機能するが、例えばある欠陥が原因でト
ルクが従動要素へ及び／又は内燃機関の調節軸へ伝達されない場合にも測定値が提供され
てしまうためである。しかしこの問題は、固定ボルトの回転位置及び／又は回転の回数が
直接的に測定される場合には、発生しない。
【００３７】
　極めて有利な一実施形態において、アクチュエータは、互いに密閉（シール）された２
つの空間を有し、この際、特に、これらの空間のうち一方の空間内には、歯車装置が配設
され、これらの空間のうち他方の空間内には、駆動モータ、又は駆動モータの少なくとも
一部、又は駆動モータの従動軸の回転位置及び／又は回転の回数を測定する回転数センサ
が配設されていることを提案することができる。該回転数センサは、特に、固定ボルトの
回転位置及び／又は回転の回数を測定する上述のセンサに追加して設けられていることが
可能である。
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【００３８】
　アクチュエータは、互いに密閉（シール）された２つの空間を有することが可能であり
、これらの空間のうち一方の空間は、オイル潤滑システムへ、特に駆動すべきシステムの
オイル潤滑システムへ接続されるように構成されて配設されている。この空間内には、特
に歯車装置、又は歯車装置の少なくとも一部を配設することが可能であり、このことは、
歯車装置の十分な潤滑が保証されているという利点を有する。
【００３９】
　例えば、駆動すべきシステムが内燃機関として構成されている場合、圧力下にあるエン
ジンオイル（乗用車のエンジンでは５ｂａｒまでになる）又はエンジンオイルにより運ば
れる汚染粒子及び磨耗粒子は、アクチュエータの領域にも達する可能性があり、その際に
はそこで損傷が発生してしまうという問題がある。アクチュエータの領域には、特にアク
チュエータ電子装置や、駆動モータの従動軸の回転の回数及び／又は駆動モータの従動軸
の角度位置を検知する回転数センサの領域が含まれる。この理由から、有利には、これら
の領域をシールを用いて保護することを提案することができ、この際、少なくとも１つの
シールが、特に固定ボルトの領域にも配設されていることが可能であり、次にこのことに
ついて説明する。
【００４０】
　特殊な一実施形態において、アクチュエータは、互いに密閉（シール）された２つの空
間を有し、この際、これらの空間のうち一方の空間は、ガス、特に空気で満たされている
。この空間内には、特に例えば駆動モータの従動軸の回転位置及び／又は回転の回数を測
定する回転数センサのような電子部材を設けることが可能である。また特に、この空間内
に駆動モータ又は駆動モータの少なくとも一部を設けることを提案することもできる。こ
れらの２つの空間のうち他方の空間は、上述したように、歯車装置、又は歯車装置の一部
を含み、及び／又はオイル潤滑システムへ接続されていることが可能である。
【００４１】
　例えば、２つの空間のうち一方の空間内に駆動モータが設けられ、オイルで付勢される
他方の空間内に、伝動技術的に後置された歯車装置が設けられているようにアクチュエー
タが構成されていると、これらの空間を、駆動モータの従動軸の領域、及び／又は歯車装
置の駆動軸の領域において互いに密閉（シール）する必要がある。この際、稼動時に互い
に高速で相対運動する部材の間にシールが配設されなくてはならないという状況を考慮す
べきである。従ってそれらの空間は、特殊な一実施形態において、少なくとも１つのシー
ルを用いて互いに密閉されており、該シールは、非接触シールとして、及び／又はダイナ
ミックシールとして、及び／又はロータリーシールとして、及び／又はすきまシールとし
て、及び／又は密閉（シール）のために遠心作用を利用するシールとして、及び／又はラ
ビリンスシールとして構成されている。このようにしてシールは、相対運動にもかかわら
ず十分に長い寿命を有することが保証されている。
【００４２】
　特に有利には、シールは、一方では固定ボルトに接し及び／又は固定ボルトと協働し、
他方では中空軸の内面部に接し及び／又は中空軸と協働することを提案することができる
。中空軸は、特に歯車装置の駆動軸及び／又は駆動モータの従動軸とすることが可能であ
る。また代替的に、中空軸は、歯車装置の駆動軸又は駆動モータの従動軸と相対回転不能
に結合されていることも可能である。シールは、特に中空軸の内面部に接し及び／又は中
空軸と協働することが可能であり、該中空軸は、波動歯車装置として構成された歯車装置
のウェーブジェネレータと相対回転不能に結合されている。
【００４３】
　リング形状のシールを取り付け可能とするために、固定ボルトは、シール領域において
直径肉厚部を有することが可能であり、この際、そこの直径は、固定ボルトのヘッド部の
直径よりも大きいか又はそれと同じである。このようにして固定ボルトをシールと共に駆
動モータと歯車装置の組み立ての際に取り付けることが可能であり、つまり特に固定ボル
トのヘッド部は、シール（シールの穴）を通って差し込まれる。選択的に複数部材式の１
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つのシール、例えば２つの半セグメント部から組み立て可能な１つのシールを使用するこ
とも可能であろう。
【００４４】
　中空軸の使用は、中空軸の内部を通って、固定ボルト、特に固定ボルトのシャフトが延
在可能であるという優れた利点を有する。
【００４５】
　既述したように、有利には、アクチュエータは、固定案内路を提供し、該固定案内路は
、特に半径方向において、スリーブにより画定されていることを提案することができる。
またそのような実施形態において、アクチュエータは、上述したように、互いに密閉（シ
ール）された２つの空間を有することも可能である。これらの空間を互いに密閉するため
には、スリーブに接し、特にスリーブの外面部又はスリーブの端面部に接し及び／又はス
リーブと協働する少なくとも１つのシールを設けることが可能である。シールが一方で駆
動モータの従動軸及び／又は歯車装置の駆動軸と、他方でスリーブとの間に配設されてい
る場合には、稼動時に互いに高速で相対運動する部材の間にシールが配設されるという状
況を考慮すべきである。従って非接触シールとして、及び／又はダイナミックシールとし
て、及び／又はロータリーシールとして、及び／又はすきまシールとして、及び／又は密
閉（シール）のために遠心作用を利用するシールとして、及び／又はラビリンスシールと
して構成されているシールを使用することは有利である。このようにしてシールは、相対
運動にもかかわらず十分に長い寿命を有することが保証されている。
【００４６】
　アクチュエータの異なる空間を互いに密閉（シール）する上述のシールに依存せず、有
利にはハウジングシールを設けることが可能であり、該ハウジングシールは、特にガスで
満たされたアクチュエータの空間を、アクチュエータを取り囲む空間（外部の空間）に対
して密閉する。このようにして有利には、例えば、汚染物がガスで満たされたアクチュエ
ータの空間内へ進入することが防止される。特にハウジングシールは、一方ではアクチュ
エータのアクチュエータハウジングに接し及び／又はアクチュエータのアクチュエータハ
ウジングと協働し、他方では固定ボルトに接し、特に固定ボルトのヘッド部に接し及び／
又は固定ボルトと協働し、特に固定ボルトのヘッド部と協働することが可能である。
【００４７】
　例えば、ヘッド部とアクチュエータハウジングの間を密閉するハウジングシールは、固
定ボルトのヘッド部の領域に設けられていることが可能である。この際、有利には、固定
ボルトのヘッド部は、アクチュエータハウジングに対して小さく低速の回転角をもたらす
だけであるということが利用される。それによりここでは、特に接触シール（摺接シール
）を使用することも可能である。
【００４８】
　特に有利な一実施形態において、固定ボルトは、特にシャフトの領域及び／又はヘッド
部の領域において、シール及び／又はハウジングシールのための少なくとも１つのシール
面を提供する。好ましくは、固定ボルトは、シール面の領域においてねじ山部をもたない
。それにより固定ボルトは、独立した一発明思想により、内燃機関の調節軸への従動要素
の連結を可能にするという機能だけに限らず、１つのシールシステム又は複数のシールシ
ステムの一部であるという機能も満たす。
【００４９】
　アクチュエータ全体が、組み立てが完了した機能可能な構成ユニットとして、格別優れ
た独立した一発明思想により、固定ボルトは、有利には、アクチュエータの部材を分解又
は破壊することなく（アクチュエータから）取り外すことはできないように構成されて配
設されていることが可能である。この点は、該アクチュエータを用いて駆動すべき、駆動
軸を有するシステムへ連結可能であり、この際、該アクチュエータの部材を分解する必要
なく、又は駆動モータから従動要素への動力伝達経路内に位置する該アクチュエータの部
材を分解する必要なく、駆動軸と従動要素の相対回転不能な結合が確立可能であるという
特徴から切り離しても実現可能である。このことは、特に駆動すべきシステムへアクチュ
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エータがまだ連結されていない場合にも当てはまる。このようにして、例えばアクチュエ
ータの製造元から、アクチュエータを内燃機関へ連結する利用者へ運搬する際に、固定ボ
ルトが誤って損失されてしまうことが回避される。また独立した一発明思想により、特に
有利には、固定ボルトは、駆動モータから従動要素への動力伝達経路内に位置するアクチ
ュエータの部材を分解又は破壊することなく（アクチュエータから）取り外すことはでき
ないように構成されて配設されていることを提案することができる。このことは、特に駆
動すべきシステムへアクチュエータがまだ連結されていない場合にも当てはまる。
【００５０】
　固定ボルトの損失防止確実な配設は、例えば、固定ボルトの軸方向の運動性を制限する
カラー部（半径方向の張出部）により達成することができる。例えば、有利には、カラー
部は、中空軸を通って延在する固定ボルトが駆動モータの方向へ移動したときには、中空
軸の先細り部（円錐形状部）に当接し、それとは反対の方向へ移動したときには、従動要
素に当接することを提案することができる。カラー部とは、特に、駆動すべき駆動軸へ、
特に駆動すべき駆動軸の端面部へ従動要素を押し付けるように構成されて配設されている
既に上述のカラー部であり得る。
【００５１】
　カラー部は、固定ボルトと共に又は少なくとも固定ボルトのシャフトと共に一体的に製
造されていることが可能である。しかしカラー部を単独で製造された部材として、例えば
クリップ又はディスクとして、特に固定ボルトに取り外し不能に装着することも可能であ
る。
【００５２】
　歯車装置は、好ましくは、波動歯車装置（Spannungswellengetriebe, strain wave gea
ring, ハーモニックドライブ（登録商標）：本願において「波動歯車装置」と称する）と
して構成されていることが可能である。特に歯車装置は、有利には、環状歯車装置の形式
の波動歯車装置として構成されていることが可能である。特に有利には、従動要素は、内
歯付きの中空歯車（中空輪）を有することを提案することができる。
【００５３】
　しかし例えば、歯車装置が他の種類の歯車装置であることも可能である。例えば歯車装
置は、遊星歯車装置として構成されていることも可能である。
【００５４】
　しかし、半径方向及び／又は軸方向において例えばみそすり運動（Taumelbewegung）の
ような振幅運動を行う駆動すべき軸の連結端部へ、アクチュエータを連結した場合に発生
する力とトルクは、歯車装置のあそびが大きいほど、極めて不利に作用することが分かっ
た。それにより必然的にあそびのない波動歯車装置の基本的な使用は、膨張ストローク及
び／又は圧縮比を調節するための内燃機関の調節軸への連結も含まれる適用において、特
に有利であることが更に分かった。
【００５５】
　波動歯車装置は、多くの場合、サーキュラスプラインと称される、円形状で内歯付きの
剛体の中空歯車と、フレクスプラインと称される、内歯付きの剛体の中空歯車の内側に配
設されている外歯付きの半径方向に可撓な歯車とを有するように構成されている。外歯付
きの歯車内には、多くの場合は楕円形のウェーブジェネレータが転がり軸受を用いて回転
可能に配設されており、該ウェーブジェネレータは、外歯付きの半径方向に可撓な歯車を
楕円形状に変形させ、それにより内歯付きの中空歯車の歯切部と、外歯付きの半径方向に
可撓な歯車の歯切部が、楕円長軸の各端部において互いに係合状態にもたらされる。
【００５６】
　特に歯車装置として有利には、ウェーブジェネレータと、外歯付きのフレクスプライン
と、フレクスプラインと噛み合い係合状態にある内歯付きの中空歯車とを備えた波動歯車
装置を使用することができる。特に有利には、軸の連結端部が外部駆動で軸方向及び／又
は半径方向の運動を行う駆動すべき軸へ、トルクを伝達するために、波動歯車装置は、中
空歯車を有する従動要素を含み、該従動要素は、ねじり強さをもち同時に可撓に構成され
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ており、アクチュエータの残りの部分は、外部駆動の軸方向及び／又は半径方向の運動か
ら少なくとも部分的に、特に完全に解除されていることを提案することができる。特に従
動要素は、有利には、ねじり強さ（ねじり剛性 torsionssteif）をもち同時に可撓な従動
鐘形部材を有することが可能である。
【００５７】
　実質的に波動歯車装置自体を損傷から保護する、あそびのないことに加え、従動要素の
可撓でねじり強さをもった鍋形状の従動鐘形部材により、特にアクチュエータの残りの部
分が、半径方向及び／又は軸方向の振幅運動による損傷、特にアクチュエータが連結され
ている軸の連結端部のみそすり運動による損傷から持続的に保護される。
【００５８】
　歯車装置の従動要素は、有利には、アクチュエータが連結された状態で、駆動すべきシ
ステムの駆動軸へ回転運動を伝達するように構成されて配設されている従動軸とすること
が可能である。特に有利には、従動軸は、固定ボルトを用い、アクチュエータを用いて駆
動すべきシステムの駆動すべき軸に固定される。この際、従動軸は、特に同軸線上の及び
／又は中央の貫通穴を有し、固定ボルトは、該貫通穴を通って延在し、この際、特に、従
動軸は、固定ボルトのカラー部と、駆動すべき軸との間で挟持されることを提案すること
ができる。
【００５９】
　好ましくは、中空歯車は、中空歯車軸受機構を用いて波動歯車装置のハウジング及び／
又は対称軸線に対して回転可能であるが、位置固定で支持されている。
【００６０】
　本発明の意味において「従動鐘形部材（Abtriebsglocke）」との概念は、中空歯車から
歯車装置の従動軸へトルクを伝達するために適して配設されている部材として理解され、
この際、従動鐘形部材は、必ずしも、例えば教会の鐘のような典型的な鐘の形を有する必
要はない。従動鐘形部材は、例えば（任意の）鍋形状及び／又は非対称で構成されていて
もよい。従動鐘形部材は、必ずしも、回転対称で構成されている必要はない。従動鐘形部
材は、例えば、少なくとも部分的に半径方向に配設された複数のスポークを有することも
可能である。特に従動鐘形部材は、必ずしも、閉じた壁部を有する必要はない。しかし鍋
状部材の形状又は典型的な鐘形の形状の従動鐘形部材の回転対称の実施形態は、特に有利
であり、それは、そのような実施形態では、アンバランスが回避されており、吸収すべき
半径方向及び／又は軸方向の力が回転位置に依存せず常に同じ変形を生じさせるためであ
る。
【００６１】
　中空歯車の位置固定の軸受機構との組み合わせにおいて、例えば、好ましくは可撓でね
じり強さをもった鍋形状の従動鐘形部材を含むことのできる、可撓でねじり強さをもった
従動要素により、フレクスプライン、並びにウェーブジェネレータ、及び／又はダイナミ
ックスプライン、及び／又は中空歯車軸受機構は、連結されたシステムの駆動軸、特に膨
張ストローク及び／又は圧縮比を調節するための調節軸が行う半径方向及び／又は軸方向
の運動、特にみそすり運動から、少なくとも十分に解除され、この際、波動歯車装置から
駆動軸へトルクのあそびのない伝達可能性が不利に影響されることはない。従って、特に
滑り軸受として実施することのできる中空歯車軸受機構は、たかだか、半径方向及び／又
は軸方向の運動の僅かな残余部分、特にみそすり運動の僅かな残余部分を吸収するだけで
済む。
【００６２】
　極めて有利な一実施形態において、駆動モータの従動部材と、歯車装置の駆動部材とは
、別個に製造されて互いに相対回転不能に結合されている部材として構成されている。特
に有利には、駆動モータの従動部材と、歯車装置の駆動部材とは、少なくとも１つの締付
部材（クランプ部材）を用いて相対回転不能に互いに結合されている。締付部材は、例え
ば、波形の、及び／又は弾性の、及び／又は円筒形状に曲げられた帯材、特に金属帯材、
及び／又はスリット付きのリング、及び／又は波形の円筒スプリングパイプとして構成さ
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れていることが可能である。そのような実施形態は、駆動モータと歯車装置が、互いに別
個に、特に異なる製造ラインにおいて製造可能であるという格別優れた利点を有し、この
ことは、アクチュエータの製造プロセスを全体的により効率的にする。例えば歯車装置の
駆動部材、特にウェーブジェネレータは、所定の穴を有することが可能であり、該穴には
、駆動モータの従動部材、即ち従動軸並びに締付部材が差し込まれ、それにより摩擦係合
で互いに結合される。駆動モータの従動軸の相対回転不能の連結のために複数の締付部材
が機械的に平行に設けられているという一実施形態は、ずれ出しが確実に防止されている
が簡単に組み立て可能であるという特に良好な締付作用を有する。
【００６３】
　既述したように、内燃機関と、該内燃機関の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更す
るために該内燃機関に連結された本発明によるアクチュエータとを有する、特に自動車及
び／又は乗用車用の駆動システムは、極めて有利である。この際、特に有利には、内燃機
関は、調節軸を有し、この際、該調節軸の回転位置の変更により、内燃機関の膨張ストロ
ーク及び／又は圧縮比が変更可能であり、更にこの際、従動要素は、該調節軸と相対回転
不能に結合されており、及び／又は該調節軸に対して同軸線上に配設されていることを提
案することができる。同様に既述したように、有利には、内燃機関は、調節軸の回転位置
を測定するためのセンサをもたないこと、及び／又は、所定の制御装置が、内燃機関の膨
張ストローク及び／又は圧縮比のその都度の最新の設定を、アクチュエータへ直接的に連
結されたセンサだけを用いて検出することを提案することができる。それに加え、アクチ
ュエータは、有利には、少なくとも部分的に、内燃機関のオイル供給システムへ接続され
ていることが可能である。
【００６４】
　本発明によるアクチュエータ及び／又は本発明による駆動システムを含んだ自動車は、
極めて有利である。
【００６５】
　添付の図面に本発明の例示の対象が模式的に図示されており、以下、これらの図面に基
づきそれらの対象について説明する。また同じ要素又は同様に作用する要素には、大体に
おいて同じ符号が付けられている。
【図面の簡単な説明】
【００６６】
【図１】本発明によるアクチュエータの第１実施例を示す図である。
【図２】センサを備えたアクチュエータを有する本発明によるアクチュエータシステムの
一実施例を示す図である。
【図３】本発明による駆動システムの一実施例を示す図である。
【図４】本発明によるアクチュエータの第２実施例を示す図である。
【図５】本発明によるアクチュエータの第３実施例を示す図である。
【図６】本発明によるアクチュエータの第４実施例を示す図である。
【実施例】
【００６７】
　図１は、本発明によるアクチュエータ１の第１実施例を示しており、アクチュエータ１
は、ロータ３とステータ４を備えた駆動モータ２を含んでいる。更にアクチュエータ１は
、駆動モータ２に対して伝動技術的に（即ち駆動モータ２の動力が伝わっていく方向にお
いて）後置された歯車装置５を含み、歯車装置５は、駆動モータ２と同軸線上に配設され
ており、また従動要素６を有する。ロータ３は、中空軸７と相対回転不能に結合されてお
り、中空軸７は、駆動モータ２の従動軸として機能し、波動歯車装置（Spannungswellen-
getriebe, strain wave gearing, ハーモニックドライブ（登録商標））として構成され
た歯車装置５のウェーブジェネレータ８を駆動し、またウェーブジェネレータ８と一体的
に結合されている。中空軸７は、２つの転がり軸受１８を用いて回転可能に備えられてい
る。
【００６８】
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　波動歯車装置は、外歯付きのリング形状のフレクスプライン９を有する。ウェーブジェ
ネレータ８は、２つの転がり軸受１０、１１を用いて回転可能にリング形状のフレクスプ
ライン９内に備えられており、またウェーブジェネレータ８は、フレクスプライン９の外
側歯切部が、第１中空歯車（第１中空輪）の内側歯切部、即ちダイナミックスプライン１
２の内側歯切部と、第２中空歯車（第２中空輪）の内側歯切部、即ちサーキュラスプライ
ン１３の内側歯切部との双方に噛み合うように、フレクスプライン９を楕円形に変形させ
る。ダイナミックスプライン１２は、アクチュエータハウジング１４と相対回転不能に固
定されている。
【００６９】
　波動歯車装置は、従動要素６を有し、従動要素６は、サーキュラスプライン１３と、サ
ーキュラスプライン１３と相対回転不能に結合された鍋形状の従動鐘形部材１６と、従動
軸１７とを有する。従動鐘形部材１６は、一体的にサーキュラスプライン１３と従動軸１
７と一緒に製造されている。従動鐘形部材１６は、可撓で同時にねじり強さをもつように
構成されている。
【００７０】
　アクチュエータ１全体は、組み立てが完了した機能可能な構成ユニットとして、アクチ
ュエータ１を用いて駆動すべき、駆動軸２０を有するシステム１９へ連結可能であり、こ
の際、アクチュエータ１の部材を分解する必要なく、駆動軸２０と従動要素６の相対回転
不能な結合が確立可能である。駆動軸２０は、例えば、内燃機関の膨張ストローク及び／
又は圧縮比を調節するための調節軸であり得る。
【００７１】
　アクチュエータ１は、アクチュエータ１を用いて駆動すべき駆動軸２０へ従動要素６を
固定するための固定ボルト（ないし固定ねじ）２１を有する。固定ボルト２１は、ねじ山
部１５を有し、端面側（先端側）で駆動軸２０のねじ穴２９へねじ込まれており、それに
より従動要素６の従動軸１７は、カラー部（半径方向の張出部ないしフランジ部）２８と
、駆動軸２０の端面部との間で挟持されている。
【００７２】
　固定ボルト２１は、歯車装置５と駆動モータ２の双方に対して中央で同軸線上に配設さ
れており、歯車装置５と駆動モータ２の双方（双方の内側空間）を通って延在している。
固定ボルト２１のヘッド部２２と、従動要素６とは（アクチュエータ１の軸線方向におい
て）アクチュエータ１において互いに反対側（対向する側）に配設されている。
【００７３】
　アクチュエータ１は、互いに密閉された２つの空間を有し、この際、これらの空間のう
ち一方の空間内には、歯車装置５が配設され、これらの空間のうち他方の空間内には、駆
動モータ２と、駆動モータ２の中空軸７の回転位置及び／又は回転の回数を測定する回転
数センサ２３とが配設されている。歯車装置５が配設されているアクチュエータ１の空間
は、オイル潤滑システムへ、特に駆動すべきシステム（被駆動システム）１９のオイル潤
滑システムへ接続されるように構成されて配設されている。歯車装置５が配設されている
空間は、第１シール２４と第２シール２５を用い、駆動モータ２と回転数センサ２３が配
設されている空間に対して密閉されている。これらのシールは、これらのシールのそれぞ
れが、大きな速度で互いに相対運動する部材と接触状態にあるという事実を考慮するため
に、非接触シールとして構成されている。第１シール２４は、空間的にウェーブジェネレ
ータ８と隔壁部２６の間に設けられている。
【００７４】
　第２シール２５は、一方では固定ボルト２１に接し、他方では中空軸７の内面部に接し
ている。第２シール２５の領域において固定ボルト２１は、直径肉厚部２７を有し、それ
により第２シール２５は、固定ボルト２１のヘッド部２２がアクチュエータ１の組み立て
時に第２シールを通って差し込み可能であるような大きさの内径を有することが可能であ
る。
【００７５】
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　アクチュエータ１の異なる空間を互いに密閉する上記のシール２４、２５とは独立して
、ハウジングシール３０が設けられており、ハウジングシール３０は、アクチュエータ１
を取り囲む空間に対してアクチュエータハウジング１４を密閉する。ハウジングシール３
０は、一方ではアクチュエータハウジング１４に接し、他方では固定ボルト２１のヘッド
部２２に接している。この際、有利には、固定ボルト２１のヘッド部２２は、アクチュエ
ータハウジング１４に対して小さく低速の回転角をもたらすだけであるということが利用
される。それによりハウジングシール３０としては、特に接触シールを使用することも可
能である。
【００７６】
　固定ボルト２１は、アクチュエータ１の部材を分解又は破壊することなく、固定ボルト
２１をアクチュエータ１から取り外すことはできないように構成されてアクチュエータ１
内に配設されている。このことは、特に駆動すべきシステム１９へアクチュエータ１がま
だ連結されていない場合にも当てはまる。固定ボルト２１の損失防止確実な配設は、特に
固定ボルト２１の軸方向の運動性を制限するカラー部２８により達成することができる。
駆動すべきシステム１９へアクチュエータ１がまだ連結されていない場合、カラー部２８
は、固定ボルト２１が駆動モータ２の方向へ移動したときには、中空軸７の先細り部（円
錐形状部）３１に当接し、それとは反対の方向へ移動したときには、従動要素６に当接す
る。
【００７７】
　図２は、図１に図示されたアクチュエータ１と、アクチュエータハウジング１４に対し
て固定ボルト２１の回転位置及び／又は回転の回数を測定するセンサ３２とを備えた本発
明によるアクチュエータシステムの一実施例を示している。センサ３２は、固定ボルト２
１のヘッド部２２に連結されており、センサ３２のハウジング３３は、アクチュエータハ
ウジング１４に固定されている。特にヘッド部２２には、磁気的な発信要素３４を固定す
ることが可能であり、磁気的な発信要素３４の回転位置が、センサ３２の検知要素３５に
より検知される。従動要素６と共に回転する固定ボルト２１は、このようにして、従動要
素６の回転運動、従って駆動されるシステム１９の駆動軸２０の回転運動をセンサ３２へ
伝達するという追加的な機能を満たす。
【００７８】
　図３は、特に自動車及び／又は乗用車用の本発明による駆動システムの一実施例を模式
的に示しており、該駆動システムは、内燃機関３６と、内燃機関３６に連結されて内燃機
関３６の膨張ストローク及び／又は圧縮比を変更するための本発明によるアクチュエータ
１とを有する。
【００７９】
　固定ボルト２１には、センサ３２が配設されており、センサ３２は、固定ボルト２１の
回転位置及び／又は回転の回数（Anzahl von Umdrehungen）、従ってアクチュエータハウ
ジング１４に対する連結された調節軸３７の回転位置及び／又は回転の回数を測定し、そ
の測定値を電子的な制御装置３８へ伝送する。制御装置３８は、伝送された測定値を考慮
のもと、例えば点火時点及び／又はカムシャフト設定のような内燃機関の更なる設定を制
御する。調節軸３７と共に回転する固定ボルト２１は、従動要素の回転運動、従って調節
軸３７の回転運動をセンサ３２へ伝達するという追加的な機能を満たす。
【００８０】
　アクチュエータハウジング１４に対する固定ボルト２１の回転位置及び／又は回転の回
数を測定するセンサ３２をアクチュエータ１へ上述のとおり連結することにより、有利に
は、内燃機関３６に配設された固有のセンサを省略することができる。それにより有利に
は、内燃機関３６は、調節軸３７の回転位置を測定するための固有のセンサをもたずに済
むということ、そして制御装置３８は、内燃機関３６の膨張ストローク及び／又は圧縮比
のその都度の最新の設定を固定ボルト２１へ連結されたセンサだけを用いて検出するとい
うことを提供することができる。
【００８１】
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　図４は、本発明によるアクチュエータ１の第２実施例を示している。この実施例におい
てアクチュエータ１は、固定案内路３９を有し、固定案内路３９を通って固定ボルト２１
を従動要素６の方へ案内することができる。更に固定案内路３９を通って、固定ボルト２
１を回転させるための所定の工具を挿入することができる。この実施例において固定ボル
ト２１は、取り付けられた状態でアクチュエータ１全体を通って延在しているわけではな
い。むしろ固定ボルト２１は、図１で図示された第１実施例の（長尺の）固定ボルト２１
よりも短く実施されている。この際、固定ボルト２１は、標準ボルトとして構成すること
が可能である。固定ボルト２１のヘッド部２２と、従動軸１７との間には、特に標準化さ
れたワッシャ４０が配設されている。
【００８２】
　固定ボルト２１は、十分に長尺の工具を用いて操作可能であり、該工具の自由端部は、
駆動すべきシステム１９の駆動軸２０へ従動要素６を連結する際に、固定案内路３９を通
って固定ボルト２１のヘッド部２２に至るまで案内される。
【００８３】
　固定案内路３９は、円形（中空）シリンダ形状のスリーブ４１により画定されている。
このスリーブ４１は、追加的に固定案内路３９をアクチュエータ１の異なる空間に対して
境界付け、画成するという機能も有する。スリーブ４１は、外面側と端面側でそれぞれシ
ール面を提供する。端面側のシール面には、第１シール４２が接し、第１シール４２は、
更に従動要素６と接触状態にある。外面側のシール面には、第２シール４３が接し、第２
シール４３は、更に中空軸７と接触状態にあり、好ましくは非接触シールとして構成され
ている。
【００８４】
　スリーブ４１は、アクチュエータハウジング１４に対して位置固定で配設されており、
アクチュエータハウジング１４と直接的に結合されている。スリーブ４１は、歯車装置５
と駆動モータ２の双方（双方の内側空間）を通って延在し、この際、固定案内路３９の入
口開口部４４と、従動要素６とは（アクチュエータ１の軸線方向において）互いにアクチ
ュエータ１の反対側に配設されている。固定案内路３９の入口開口部４４は、取り外し可
能な蓋４５を用いて閉鎖されている。
【００８５】
　図５は、本発明によるアクチュエータ１の第３実施例を示している。この実施例におい
て中空軸７は、駆動モータ２の従動部材として構成され、ウェーブジェネレータ８は、別
個に製造された部材として構成されており、これらが相対回転不能に互いに結合されてい
る。ウェーブジェネレータ８は、中央の穴を有し、該穴内へ中空軸７が締付部材（クラン
プ部材）４６を用いて摩擦係合で相対回転不能に嵌め込まれている。締付部材４６は、例
えば、波形の、及び／又は弾性の、及び／又は円筒形状に曲げられた帯材、特に金属帯材
、及び／又はスリット付きのリング、及び／又は波形の円筒スプリングパイプとして構成
されていることが可能である。
【００８６】
　図６は、本発明によるアクチュエータ１の第４実施例を示しており、この実施例は、図
１に図示された第１実施例に類似している。図１に図示された実施例との差異は、中空軸
７が、シールされた第１軸受４７を用いて回転可能に備えられており、シールされた第１
軸受４７は、第１実施例において設けられた第１シール２４をシール機能に関して代替し
ている。更に固定ボルト２１は、第１実施例の固定ボルト２１が有していた直径肉厚部２
７をもたない。また第２シール２５も設けられていない。つまり固定ボルト２１は、シー
ルされた第２軸受４８を用いて中空軸７に対して相対回転可能に備えられており、それに
よりシールされた第２軸受４８は、第１実施例では第２シール２５が行っていたシール機
能を担っている。
【符号の説明】
【００８７】
１　　　　アクチュエータ
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２　　　　駆動モータ
３　　　　ロータ
４　　　　ステータ
５　　　　歯車装置
６　　　　従動要素
７　　　　中空軸
８　　　　ウェーブジェネレータ
９　　　　フレクスプライン
１０　　　転がり軸受
１１　　　転がり軸受
１２　　　ダイナミックスプライン
１３　　　サーキュラスプライン
１４　　　アクチュエータハウジング
１５　　　ねじ山部
１６　　　従動鐘形部材
１７　　　従動軸
１８　　　転がり軸受
１９　　　駆動すべきシステム（被駆動システム）
２０　　　駆動軸
２１　　　固定ボルト
２２　　　ヘッド部
２３　　　回転数センサ
２４　　　第１シール
２５　　　第２シール
２６　　　隔壁部
２７　　　直径肉厚部
２８　　　カラー部
２９　　　ねじ穴
３０　　　ハウジングシール
３１　　　先細り部（テーパ部）
３２　　　センサ
３３　　　センサ３２のハウジング
３４　　　発信要素
３５　　　検知要素
３６　　　内燃機関
３７　　　調節軸
３８　　　制御装置
３９　　　固定案内路
４０　　　ワッシャ
４１　　　スリーブ
４２　　　第１シール
４３　　　第２シール
４４　　　入口開口部
４５　　　蓋
４６　　　締付部材
４７　　　シールされた第１軸受
４８　　　シールされた第２軸受
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